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（添付資料１）

原子力発電所における事業者の自主点検作業記録に係る不正等に関する原子力安全・保安院における申告案件等の調査経緯

原子力安全・保安院

Ⅰ．平成１２年６月～１１月：７月３日の第１の申告を受け、福島第一原子力発電所１号機蒸気乾燥器の点検作業報告書の調査

日　付 申告者、東京電力（株）及びＧＥとのやりとり 資源エネルギー庁の内部における対応（注）

平成１２年６月 ○炉規制法一部改正による申告制度の導入に伴い、申告内容を検討するため、原子力
発電安全情報申告調査委員会を資源エネルギー庁（以下「エネ庁」と表記）内に設
置準備。

　　　　　７月　３日 □東京電力（株）（以下「東電」と表記）福島第一原子力発電所１号機で１９８９
年（平成元年）に実施された点検作業報告書について、米国在住のＧＥの作業関
係者と称する者から、エネ庁宛に申告する手紙（６月２８日付）が届いた。

□手紙には、同機の蒸気乾燥器に取り替えが必要なほどのひび割れが６カ所で発見
されたこと、乾燥器が本来の位置と１８０度異なる方向で取り付けられていたこ
とを記載していない検査報告書にサインさせられたこと及び通商産業省用に東電
に提出したＶＴＲでは、東電の要求によりひび割れを省略して編集されたことが
述べられていた。

○本件申告の内容に関しては、以下の事実関係を確認。
・ 申告された内容が事実であった場合に現在運転中の原子炉に安全上の重大な問題を
生じさせるおそれがあるか否かが最も重要な問題であるが、当該蒸気乾燥器は、平
成３年の定期検査時に既に取りかえられている。

・ 蒸気乾燥器の点検は、国による定期検査の対象ではない。
・ 平成元年に発生した当該蒸気乾燥器のひび割れについては、東電から通達に基づい
てエネ庁に報告され、公表されている。ただし、当該報告では、ひび割れは２カ所
となっており、また、ひび割れを発見した検査の日付が、申告者が送付してきた検
査記録の日付と異なっている。

　　　　　７月　４日

□エネ庁から、東電に対して、申告内容と平成元年に東京電力が報告した内容との
相違点について、事実確認をするよう口頭（電話）で依頼。

○第１回原子力発電安全情報申告調査委員会開催。
・ 申告内容と当時報告された内容との違いについて、当時の情報を整理した上で、
違法性があるか判断すべき。

・ 省内の情報を整理した上で事業者に直接事実確認をする必要があるが、申告者の
個人情報を伏せる等慎重に取り扱う必要がある。

　　　　　７月　５日 □ 東電から報告。
・内容が確認できない、又はＧＥの報告書によればそのような事実はない旨文書で
回答。

　　　　　７月　７日 □エネ庁から、申告者に受領通知を国際書留郵便にて発送。 ○第２回原子力発電安全情報申告調査委員会開催。
・ 早急に申告者宛に封書で受領確認のレターを出す。
・ 申告者の身分や申告の真意の確認を行う。
・ 申告処理のマニュアルを作成する。
○平成元年当時の福島運転管理専門官事務所の運転管理専門官及び本庁担当者ヒアリ
ングを実施。記憶にない、記憶が定かでない、乃至話を聞いていないというもの。

　　　　　７月１４日 □東電から報告。
・内容が確認できない、又はＧＥの報告書によればそのような事実はない、ＧＥ子
会社も当時の資料等を保管しておらず、東電もその事実を確認した旨文書で回
答。

　　　　　７月２５日 ○エネ庁担当者から、ＮＲＣに対して電話により申告制度の内容を調査。
　　　　　７月３１日 ○第３回原子力発電安全情報申告調査委員会開催。

・ 申告者への申告内容確認のための質問状を発出すべき。
・ 申告者から回答があったら、更なる関係者への調査及び電力に対する立ち入り調
査を行う。

・ ＮＲＣの申告制度の調査を行うことは有効。
（注）本件については、平成１３年１月６日の行政機構改革以前は、資源エネルギー庁が担当しており、それ以降は原子力安全・保安院が担当している。

第一の申告
（蒸気乾燥器）
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平成１２年８月  ７日 □申告者に身分照会、申告内容の確認及び関係者の連絡先問い合わせのため、国際
書留郵便にてレターを発送。

　　　　　９月２８日 □エネ庁担当官が、記録確認と現物調査を目的として福島第一原子力発電所の現地
調査を実施。
東電から任意提出された記録を確認したが、申告内容を裏付ける記録はなく、当
時の蒸気乾燥器は既に放射性廃棄物としてコンテナ２５個に密封保管されていた
ため、現物調査はできなかった。

Ⅱ．平成１２年１１月１３日～平成１４年３月：１１月１３日の第２の申告を受け、蒸気乾燥器の件とアレンレンチの件の調査
日　付 申告者、東京電力（株）及びＧＥとのやりとり 資源エネルギー庁及び原子力安全・保安院の内部における対応（注）

平成 12 年 11 月 13 日 □ 申告者から、福島第一原子力発電所１号機で、１９９４年（平成６年）の定期検
査時に、故意にアレンレンチを炉心シュラウド下部に置いたことを理由としてＧ
Ｅの技術者が解雇されたことをＭＩＴＩは知っているかという第２の申告内容を
含む手紙（１１月９日付）が到達。この手紙の中で、申告者は８月の質問状に対
する回答を既に送ったが、その後の調査状況を知りたい旨述べるとともに、再就
職先を見つけたので、関係者に自分（申告者）の身元を明らかにしてよいと表
明。

○申告内容によれば、既に１９９７年（平成９年）の定期検査時に当該レンチは発
見、回収されているとのことであるが、詳しく確認することが必要と判断。
また、申告者が送ったと言っている回答が届いていなかったため、再送してもらう
ことが必要と判断。

　　　　１１月１５日 □ 申告者に第２の申告を受領したことを通知するとともに、８月７日付けの質問状
に対する回答が届いていないため、再送を要請するレターを国際書留郵便にて発
送。

　　　　１１月２１日
□ エネ庁から、東電に対し、第２の申告についての確認及び報告を要請。

□申告者から、８月７日付の質問に対する回答（８月２１日付）の再送付をＦＡＸ
にて受領。この回答の最後に、自分（申告者）は、失業中の身分であり、求職活
動に干渉されるおそれがあるため、再就職先を見つけるまで自分の身元を明かす
ことは望まないと述べていた。

○第４回原子力発電安全情報申告調査委員会開催。
・ 第１の申告（蒸気乾燥器）については、申告者の回答を待って、対応を検討。
・ 第２の申告（アレンレンチ）については、申告者に内容を確認するとともに、東
京電力に文書で事実関係の確認を行う。ＧＥに対する調査は、当面行わないことと
するが、東京電力の調査内容や申告者からの情報により、再度委員会で対応を検
討。

・ 申告制度運用に関して、ＮＲＣへの現地調査を行う。
　　１２月５日～７日 ○エネ庁担当官が、米国にてＮＲＣの申告制度の調査を実施。
　　　　１２月２１日 □エネ庁から、申告者に対して、第２の申告内容及び他の関係者の連絡先を含む関

連事項を確認するとともに、第１の申告に関する８月２１日付の回答内容につい
ての質問をするためのレターを発送。

　　　　１２月２２日 ○第５回原子力発電安全情報申告調査委員会開催。
・ 第１の申告に関して、申告者から得られた情報と東電の回答に不整合な部分がある
ので、東電に対して文書により事実関係の確認を指示する。

　　　　１２月２５日 □エネ庁から、東電に対して、２件の申告に関して、それぞれ文書で調査を要請。
　　　　１２月２６日 ○原子力発電所に係わる安全情報申告制度運用要領を制定。
平成１３年１月　６日 ○行政組織改変により、原子力安全・保安院（以下「保安院」と表記）設立。

○エネ庁公益事業部原子力発電安全管理課が担当していた２件の申告に関する業務
は、保安院原子力保安管理課に引き継ぎ。

○原子力施設に係わる安全情報申告制度運用要領を制定。
　　　　　１月２９日 □申告者から平成１２年１２月２１日付のエネ庁からの質問に対する回答のレター

（１月９日付）を受領。
・ レンチの放置は１９９４年（平成６年）８月６日と２７日の間に起こったと聞い

第二の申告
(アレンレンチ)
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平成１３年１月２９日 たが、正確な日付は知らない。
・ １９９７年（平成９年）のシュラウド交換の際に発見されたと聞いたが、正確な
日付は知らない。

　　　　　２月～７月 □東電の調査依頼に関して、保安院は、断続的にヒアリングを実施したが、東電
は、調査の位置づけがよくわからず、古い話でよくわからないことも多いため、
事実確認が進まず、確定的なことが言えないとしていた。

○保安院は、いずれの案件も現在のプラントの安全性に関わらない問題であること及
び法令違反の疑いも薄いと考えていたため、緊急性の高い問題とは考えていなかっ
たが、申告内容の確認はする必要があると考え、東電としての見解を示すよう要
請。

　　　　　２月下旬 □申告者から、エネ庁宛に、調査結果を待っているとのレター（２月１６日付）が
届く。

          ３月 ７日 □保安院から、１月のレターを受領したこと、組織改変が行われ、窓口が変更に
なったことを知らせるレターを発送。

　　　　　６月 ７日 □申告者から、保安院に調査状況を問い合わせるレター（６月２日付）が届いた。
          ８月 ８日 □東電から、保安院に対して、平成１２年１２月２５日付の第１の申告に関する調

査結果の報告が行われた。
・ 申告された情報の内容については承知していない。
・ 蒸気乾燥器のクラックについては、ドレンチャンネルの２ヵ所については、国に
報告したが、ドレンパイプのクラックは脱落する可能性がなく、機能上問題ない
ものだったので、国への報告はしていない。

・ 蒸気乾燥器が１８０度回転して取り付けられたという情報は確認できない。
・ 点検記録のビデオは、現在は保管されていない。また、国への説明にビデオを使
用した記憶はない。

・ ＧＥＴＳＣＯ社（現ＧＥＩＩ社）に調査依頼した結果、報告書、ビデオ等は現在
保管されていないとの回答を得た。当社としても現地を訪問してその事実を確認
した。

　　　　　８月１６日 ○第１回原子力施設安全情報申告調査委員会開催。
・ ２件の申告について、これまでの情報を総括。法令違反や保安規定違反等を裏付け
る事実関係は出てきていない。特に、第２の申告については、福島第一１号機は、
１９９４年（平成６年）８月には、フル出力運転中で圧力容器内に人が入れる状況
にはなかった。また、他の原子炉についても調べたところ、申告者のいう時期に検
査及びシュラウド交換を行っていたものはなかった。

・ ＧＥ社や申告者から紹介された者に調査対象を広げることも考えられるが、任意の
調査になること、対象者の保護ができないことから、申告情報を再検討して、なお
不明の点について東電に再調査を依頼する。

　　　　　９月１３日 □保安院から東電に対して、２件の申告について、不明な点の再調査を依頼。
　　　　１０月　１日 □東電から、保安院に、９月１３日付の調査依頼に対する回答。
　　　　１０月１１日 ○第２回原子力施設安全情報申告調査委員会開催。

・ 第１の申告に関しては、当時蒸気乾燥器の点検に係わったＧＥ関係者に調査依頼す
る。

・ 第２の申告に関して、申告者にプラントの確定につながる情報があるか最終確認す
る。

        １０月１５日 □保安院から、申告者、申告者から名前等の紹介があった者及びＧＥＩＩ日本支社
へ調査依頼。

・ 申告者に対しては、アレンレンチの炉内放置があったとする原子炉を特定するた
めの追加情報を依頼するレターを発出（国際書留郵便にて）

・ 申告者から名前等の紹介があった者に対しては、蒸気乾燥器のクラックに関する

ＧＥへ調査
依頼を決定
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平成 13 年 10 月 15 日
事実確認ができる情報提供を依頼するレターを発出（国際書留郵便にて）

・ ＧＥＩＩ日本支社に対しては、平成元年当時のＧＥ内関係者の連絡先に関する情
報提供を依頼するレターを発出

　　　　１０月２６日 □申告者から、保安院に回答（１０月２３日付）。
・アレンレンチが放置されたのは、福島第一１号機ではなく、３号機の誤り

　　　　１１月１９日 □ＧＥＩＩ日本支社が、同年１０月１５日付の保安院からの情報提供依頼の書簡に
関し、保安院に来訪。日本の規制当局から質問文書が送られてきて、非常に驚き
を持って見ている旨発言。保安院に平成元年当時におけるＧＥ内の関係者の連絡
先を回答。
この際、申告者から名前等の紹介があった者を含むＧＥ関係者に対する調査の回
答は日本支社を通して行いたいとの申し入れ。また、保安院の調査に協力してい
くことを表明。

○ＧＥＩＩ日本支社を通すか否かという回答の仕方については、ＧＥＩＩ日本支社側
の判断に任せることとした。

        １１月２６日 □保安院から、申告者にアレンレンチが放置されたとする原子炉と放置・発見の期
日について再確認のレターを発送。

　　　　１２月　７日 □申告者から、原子力保安院に回答（１２月４日付）。
・ アレンレンチが放置されたのは、福島第一１号機ではなく、３号機
・ 放置されたのは１９９４年（平成６年）８月６日から２７日の間で、発見された
のは１９９７年（平成９年）の夏

　　　　１２月１４日 ○第３回原子力施設安全情報申告調査委員会開催。
・ 申告者から名前等の紹介があった者への調査については、ＧＥＩＩ日本支社からの
回答を待つ。

・ さらにＧＥＩＩ日本支社が確認した連絡先への調査を行う。
・ アレンレンチの件については、原子炉が特定できないため、調査を終了する。（申
告者への連絡は、第１の申告が終了した時に併せて行う。）

　　　　１２月１７日 □保安院から、平成元年当時のＧＥ関係者２名に情報提供依頼のレターを発送。
平成１４年１月３１日 □ＧＥＩＩ日本支社から、保安院に関係者３名中２名の回答を含めて回答。残り１

名については、本人と協議の上後日回答すると表明。また、回答を作るために検
討したＧＥＴＳＣＯ社の報告書の提出を求めるのであれば、東電の承認を求める
所存と説明。

○ＧＥ関係者の回答は、これまで裏付けが得られなかった蒸気乾燥器のクラックに関
する申告者の情報を裏付けることを示唆する内容が含まれていたため、ＧＥＴＳＣ
Ｏ社が東電に提出したとされる報告書の提出をＧＥＩＩ日本支社に要請することと
した。

　　　　　２月　４日 □保安院から、ＧＥＩＩ日本支社にＧＥＴＳＣＯ社の報告書の提出を要請するレ
ターを発送。

　　　　　３月　４日 □東電から、保安院に対して、ＧＥから作業メモのようなものを国に出してよいか
との打診を受けたとの報告があり、また、同社は、同資料は初めて見るものであ
ると説明。

　　　　　３月　６日 □東電から、保安院に対して、ＧＥから打診を受けた資料は、正規の検査委託報告
書ではないものの、ＧＥ社内に存在するレポートであることからすれば、信憑性
はあるものと考えている旨の説明があり、また、同社は、国への提出について
は、ＧＥの判断に任せるようにしたいと表明。

　　　　　３月　８日 □ ＧＥＩＩ日本支社から、保安院に対して、東電の許可を得て、福島第一１号機の
蒸気乾燥器の検査に関するＧＥＴＳＣＯ社作成の１９８９年英語版報告書が提出
された。また、同社は、この英語版報告書の内容が網羅されていない１９９０年
日本語版報告書が存在することを知ったばかりである旨を述べ、相違点について
徹底的な究明を行っており、他の報告書にも同様の不自然な問題がないかの調査
をする予定であり、終了次第、調査結果を報告すると表明。

○１９８９年（平成元年）英語版報告書の内容は、第１の申告内容に基本的に一致し
ていたことから、東電及びＧＥＩＩ社に対するヒアリングを実施することとした。
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注）本件については、平成１３年１月６日の行政機構改革以前は、資源エネルギー庁が担当しており、それ以降は原子力安全・保安院が担当している。

Ⅲ．平成１４年３月～８月上旬：申告のあった２件の調査と申告以外の案件の存在の追求
日　付 申告者、東京電力（株）及びＧＥとのやりとり 原子力安全・保安院の内部における対応

平成１４年３月１９日 □ＧＥ本社（及び弁護士）がＧＥＩＩ日本支社とともに、保安院を訪問。
・ ＧＥＩＩの社員の１人が、１９９０年（平成２年）７月に東電の要請により１９
８９年（平成元年）の福島第一１号機蒸気乾燥器の検査報告書を一部改ざんした
ことを今年の２月に告白した。本件に関して、ＧＥは完璧な調査を行う。安全上
の問題はないと確信している。

・ さらに、その社員は、検査結果及び修理についての秘匿を伴うその他の案件があ
ると述べている。いずれも東電の要請によるもの。ＧＥは、保安院に対し、調査
を行い、その結果を報告すると述べる。

○第１の申告案件について、その内容が相当程度確度の高いものであるとの心証を得
て、さらに事実関係の解明を行うべく、ＧＥＩＩ社及び東電に調査を続けることと
した。

○他のプラントにおいても、点検記録に不正があった可能性があることが示唆された
が、自ら調査を始めるために必要な具体的なプラント名、時期、対象機器、具体的
な不正の内容はまったくわからず、ＧＥ側の調査と、結果の報告を要請した。

　　　　　４月１２日 □ＧＥ本社及びＧＥＩＩ日本支社が、保安院を再度訪問。
・ １９８９年（平成元年）の検査は、前回１９８７年（昭和６２年）の検査で発見
されたクラックの可能性のある個所の再点検を目的としていた。しかし、１９８
９年の検査では、当初、可能性のある個所にクラックが発見できず、１８０度反
対方向の位置に発見した。このため、１９８７年に蒸気乾燥器が１８０度ずれて
取り付けられたと推論した。また、それ以外にもクラックを発見した。１９８９
年８月にすべてのクラックを東電に報告した。

・ １９８９年９月に東電の指示により、再度検査を行ったが、その再検査の結果に
ついては、報告書に含まれていない。クラックは修理した。

・ １９９０年（平成２年）７月に、東電社員から日本語版報告書を作成したＧＥＴ
ＳＣＯ社員に、財務監査のために必要として、日本語版報告書を修正するよう指
示があった。日本語版報告書のデータシートは、サインを維持しながら、切り貼
り・修正液で内容を修正し、１９９０年７月２６日の日付にした。もう一つの日
本語版報告書も同様に内容を修正して、１９８９年９月２０日の日付にした。８
９年９月２０日付の報告書をＧＥが受け取ったのは、２０００年（平成１２年）
７月だった。

・ 修正されたデータシートでは、クラックの発見された位置が１８０度異なってい
るほか、内部クラックの記載、検査日、溶接部位の番号、クラックの数が異なっ
ている。

・ 当該社員は、東電の要請によりＧＥ内でデータシートの改ざんに加わったのは自
分だけと証言。

  　　　　４月１６日
        ～５月２０日

□保安院が、東電からヒアリング(４回)。
東電は、ＧＥ報告書については、東電としては内容の確認はできていないと説
明。

          ５月２３日 □ＧＥ本社が、保安院に対して、原子炉等規制法の規定に基づかない任意なものと
して追加情報を提供。

・ 東電の他のプラントで、検査報告書に一部記載漏れや検査結果を削除するための
修正が行われた。検査結果の削除は、修理を行ったことを隠すためにしたこと
で、東電社員からの要請である。対象機器は、シュラウドヘッドボルト、蒸気乾
燥器、アクセスホールカバー、炉心スプレースパージャー、シュラウド、ジェッ
トポンプ、炉心モニタハウジングである。修正した情報は、クラックの存在、イ
ンディケーションの存在、日付に関するもの。

・ 修理に関しては、修理を行ったことを隠すために、報告書で、作業内容が不正確

○申告案件以外の記録の不正について、件数、対象機器等の情報が提供されたが、引
き続き具体的プラント名、時期、具体的な不正の内容が明らかでなく、更なる情報
の提供を要請しつつ、不正の内容が特定されている申告案件の調査を続けることと
した。

申告以外の案
件の存在可能
性の示唆

申告以外の案件
の対象機器と件
数の概要（２０
数件）
(シュラウド等)
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平成１４年５月２３日

であったり、クラックの修理を行ったこと自体を隠していた。
・ 事案の発生時期、対象原子炉の特定、具体的な不正の内容など、事案の詳細につ
いては調査中であり暫定的であるが、現時点で疑いがある件数は２０～２５件で
あった。

・ 調査はまだ進行中である。
平成１４年５月２７日
        ～７月１９日

□保安院が、東電からヒアリング。(６回)
　東電は、ＧＥ報告は東電としては承知していないと説明。

Ⅳ．平成１４年８月７日～８月２９日：申告案件及び新たに特定された２７件の事案の調査
日　付 申告者、東京電力（株）及びＧＥとのやりとり 原子力安全・保安院の内部における対応

平成１４年８月　７日 □ 東電は、保安院に対して、申告案件及びＧＥが調査中の案件を含め、自主点検
記録についての不実記載の可能性を認めた上で、社内でも調査体制を組んで徹底
的に調査を行っており、保安院の調査にも全面的に協力する旨を申し出た。

□ また、申告された２件以外の不正が行われた可能性のあるものが、未確定なが
ら２６件あるという調査状況が報告された。

○申告案件以外の問題がどのプラントのどの時期の何に関する記録であるかという情
報が初めて得られ、また、東電から提供される大量の資料を調査する必要があるた
め、体制を整えて、至急すべての案件について、事実確認を行い、安全上の問題が
ないかを確認することとした。

　　　　　８月　８日 ○保安院内に特別調査チームを設置。
　　　　　８月　９日
　　　　　　～２９日

□東電及びＧＥから、大量の資料提供及び集中的ヒアリングの実施。
□申告案件の２件以外の件数につき、最終的に２７件と確定。

○東電が報告した全２９件の事案について、事実確認を行い、運転中の原子炉におい
て隠されていた欠陥が安全上の影響を及ぼすことがないか、独自に分析を行い、外
部の専門家の意見も聞いて、確認の上、２９日に発表した。

東電から、申告以外の案件（当時２６件）につい
て、時期、プラント名等につき、初めて報告


